
大野町の連結財務４表

 連結対象会計・団体等 
　連結財務書類とは、普通会計に加え、
公営事業会計、一部事務組合などの関
係団体を、「行政サービス実施主体」
というグループとして連結した財務書
類です。
　町が連結対象とする会計等は右図の
とおりです。

①　貸借対照表（バランスシート）
　「貸借対照表」は、町が住民サービ
スを提供するために保有している財産

（資産）とその資産をどのような財源
（負債・純資産）でまかなってきたか
を総括的に表すものです。また、資産
合計額と負債・純資産合計額が一致し、
バランスがとれている表であることか
ら「バランスシート」とも呼ばれます。

町民１人あたりのバランスシート
資産：１９５万円　　　負債：４３万円　　　純資産：１５２万円

（令和５年１月１日現在人口　２２，０５６人）

 財務書類４表 

　町民の皆さんに分かりやすく財政状況をお知らせするため、民間企業会計の手法を取り入れた
「統一的な基準」に基づいた連結財務４表を作成しました。
　財務４表とは、「貸借対照表」「行政コスト計算書」「純資産変動計算書」「資金収支計算書」の
ことで、大野町（普通・公営事業会計）および一部事務組合などの関係団体の財務書類を連結ベー
スで把握することにより、町の全体的な財務実態を見ることができます。

 次世代へ引き継ぐ資産・負担（社会資本形成の世代間負担比率） 

　町が今までに整備してきた学校や道路などの社会資本について、これまでの世代と将来世代がどのよ
うな負担割合になるのかを見る比率です。

純 資 産 比 率：７７．７％（純資産合計÷資産合計×１００）
将来世代負担比率：１１．５％（地方債合計÷有形・無形固定資産合計×１００）
� ※地方債合計は特例地方債を除く

　町では、社会資本形成のこれまでの世代の負担比率が高く、将来世代の負担比率は低いことから、将
来世代である子どもたちに負担の低い財産形成が行われていることが分かります。

４３０億９千万円

3 ７２億９千万円
９６億０千万円

１８億０千万円

４０億０千万円
１０億６千万円 3 ３４億９千万円

４３０億９千万円 ４３０億９千万円

④ ③
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②　行政コスト計算書
　「行政コスト計算書」は、資産形成
に結びつかない行政サービス（福祉や
ゴミの収集など）にかかるコストと、
受益者負担額等（使用料、手数料など）
をあらわした表です。

③　純資産変動計算書
　「純資産変動計算書」は、貸借対照
表における純資産が１年間でどのよう
に変動したかを表したものです。行政
コスト計算書から算出された純行政コ
ストが、当年度の財源（税収等、国県
補助金）によってまかなわれているか
どうかを確認できます。
　純資産はこれまでの世代が負担して
きた部分で、この１年間の増減状況が
分かります。

④　資金収支計算書
　「資金収支計算書」は、１年間の現
金の出入りを「業務活動収支」、「投資
活動収支」および「財務活動収支」の
３つに分けて表したもので、１年間の
行政活動の収入、支出の実態を知るこ
とができ、どのような行政活動に資金
を必要とし、その資金をどのようにま
かなったかが分かります。
　また、最後に歳計外（所得税、社会
保険料など）の現金残高を加えること
で、期末時点での町の現金残高を知る
ことができます。

（令和４年度決算）

 町民１人あたりの行政コスト計算書　

　純経常行政コストと経常収益を
対比させることで、どれほど町の
一般財源でまかなっているかが分
かります。

純経常行政コスト：７１万円
経　常　収　益　：　３万円

1 ６３億２千万円

1 ６億２千万円

3 ５億９千万円

１０９億０千万円

２億１千万円

７億１千万円

1 ５６億１千万円

０千万円
０千万円

1 ５６億１千万円

3 ４０億６千万円
△５億７千万円

△1 ５６億１千万円

９０億０千万円

６０億３千万円

　　１千万円

3 ３４億９千万円

1 ４億４千万円

△４億０千万円
５億３千万円

△４億１千万円

△５億２千万円

1 ０億４千万円

２千万円

１０億６千万円

3広報おおの 2024.2


